
感染症法に基づく「医療措置協定」締結に向けた
事前調査について

令和5年9月
沖縄県 ワクチン・検査推進課 感染症予防班

訪問看護向け



１．医療措置協定の締結について

２．医療措置協定の締結に向けた事前調整について

３．事前調査の調査項目及び回答方法について

①自宅療養者等に対する医療の提供

②個人防護具の備蓄

内容について



○新型コロナウイルスへの対応を踏まえて、国民の生命及び健康に重大な
影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備えるため、改正感
染症法が令和４年12月９日に公布され順次施行されることとなりました。

○改正感染症法により、都道府県は予防計画の記載事項の充実や、都道府
県と医療機関がその機能・役割に応じた医療措置協定を締結する仕組みが
法定化されました。（令和６年４月１日施行）

本調査は、予防計画の策定や医療措置協定の締結に向けて、県内全ての医
療機関の皆さまへ回答をお願いするものですので、ご理解ご協力お願いし
ます。

はじめに



○令和２年からの新型コロナウイルス感染症の流行は医療だけにとどまら
ず、社会全体に大きな影響を与えた。病床や人材不足のみならず、マスク
等の感染防護具や人工呼吸器等の医療用物資の確保・備蓄など、地域医療
の様々な課題が浮き彫りになった。

○こうした課題を踏まえ、新興感染症等の感染拡大時には、必要な対策が
機動的に講じられるよう、あらかじめ地域で議論し、必要な準備を行うこ
とが重要であることが認識されたため、令和２年８月の社会保障審議会医
療部会等において新興感染症の医療計画上の取り扱いについて検討が開始
された。

○令和４年６月にとりまとめられた「新型コロナウイルス感染症対応に関
する有識者会議」の報告書「新型コロナウイルス感染症へのこれまでの取
組を踏まえた次の感染症危機に向けた中長期的な課題について」において、
病床の確保の困難さをはじめとして、医療人材の確保、医療物資の不足な
どさまざまな課題が指摘された。

○こうした教訓も踏まえ、令和４年12月に成立した感染症法等の改正にお
いては、平時に予め都道府県と医療機関がその機能・役割に応じた協定を
締結し、新興感染症発生・まん延時にはその協定に基づいて医療を提供す
る仕組み等が法定化された。

1-1．これまでの経緯 国資料抜粋



【医療措置協定の概要について】
○都道府県は、平時に新興感染症（感染症法に定める新型インフルエンザ
等感染症、指定感染症及び新感染症を基本とする。）の対応を行う医療機
関と協議を行い、感染症対応に係る医療措置協定（病床確保、発熱外来、
自宅療養者等に対する医療の提供、後方支援、人材派遣）を締結（協定締
結医療機関）する仕組みが法定化された。

○協定締結医療機関について、流行初期医療確保措置の対象となる協定を
含む協定締結する医療機関（流行初期医療確保措置付き）を設定。

○全ての医療機関(病院、診療所、薬局、訪問看護事業所）に対して締結協
定に係る協議に応じることが義務づけられた。

○公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院にはその機能
を踏まえ感染症発生・まん延時に担うべき医療の提供を義務づけた。

1-２．医療措置協定の締結について



【協定締結のイメージ】
○全ての医療機関（病院、診療所、薬局、訪問看護事業所）へ事前調査を行い、
その結果に基づき、対応等を進め、感染症対応に係る協定（①病床確保、②発熱
外来、③自宅療養者への医療の提供、④後方支援、⑤人材派遣、⑥個人防護具の
備蓄）を締結する。

※協定は①～⑤の１種類以上の実施を想定。⑥については任意事項であるが協定で定めることが推奨さ
れる。

（協定内容） （協定）

1-3．医療措置協定の締結について
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1-4．医療措置協定の締結について

【協定を締結した医療機関】

感染症法に基づき以下のとおり指定されます。
第一種協定指定医療機関：病床を確保する医療機関

第二種協定指定医療機関：発熱外来・自宅療養者等への医療提供を行う医療機関

（訪問看護を含む）

○協定を締結するに当たっては、医療機関の現状、感染症対応能力などや、協
定締結や協定内容拡大のための課題やニーズ等の調査を行い、新型コロナ対応
の実績も参考に、関係者間で協議を行い、各医療機関の機能や役割に応じた内
容の協定を締結します。

各医療機関の状況を確認するため、事前協議（調査）を実施します。

※第1種・第2種感染症指定医療機関とは異なるため、ご注意ください



1-5．医療措置協定の締結について

【流行初期と流行初期以降の考え方】

医療措置協定においては、各医療機関の機能や役割に応じて、新興感染
症対応時期について、流行初期と流行初期以降に分けて協定を締結する。

１．流行初期
新興感染症発生の公表から3ヶ月間程度です。感染症指定医療機関等を含め、流行

初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関を中心に対応する。

流行初期については、感染症指定医療機関や公的医療機関等を念頭に新型コロナ
発生の約1年後の入院患者数を規模に前倒しで対応できる体制の確保を目指します。

２．流行初期以降
公的医療機関等に加えて対応可能な民間医療機関も中心となった対応とし、発生

後6ヶ月程度に全ての医療機関で対応を目指します。

流行初期以降は、新型コロナ対応で確保した最大値（R4.12）の体制を目指します。

医療措置協定においては、各医療機関の機能や役割に応じて、新興
感染症対応時期について、流行初期と流行初期以降に分けて協定を締
結する。

１．流行初期
新興感染症発生の公表から３ヶ月間程度です。感染症指定医療機関等を含め、

流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関を中心に対応する。
流行初期については、感染症指定医療機関や公的医療機関等を念頭に新型コ

ロナ発生の約１年後（R3.2）の入院患者数を規模に前倒しで対応できる体制の
確保を目指します。

２．流行初期以降
公的医療機関等に加えて対応可能な民間医療機関も中心となった対応とし、

発生後６ヶ月程度に全ての医療機関で対応を目指します。
流行初期以降は、新型コロナ対応で確保した最大値（R4.8）の体制を目指し

ます。



【医療措置にかかる費用負担等】

○厚生労働省で検討中の支援策等
（下記は検討中のため、決まり次第速やかに情報提供を行います。）

①協定締結医療機関等に対する設置に要する費用補助（設備整備費）

②新型コロナ対応時の病床確保料のような補助 等

1-6．医療措置協定の締結について



2-1．医療措置協定締結に向けた事前調査について

【調査内容】

• 新興感染症（再興感染症を含み、感染症法に定める新型インフルエンザ等
感染症、指定感染症及び新感染症を基本とする。）発生・まん延時に迅速
かつ適確に講ずるための感染症法第36条の３第１項の規定に基づく協定の
締結に向けて、２項目（①自宅療養者への医療の提供、②個人防護具の備
蓄）についてご回答ください。

• なお、新型コロナ対応において、様々な変化に、その都度対応してきた実
績を踏まえ、新型コロナ対応での最大値の体制を目指すこととしておりま
すので、貴医療機関の新型コロナ対応の実績（最大値の体制）を参考にご
回答をお願いします。

原則として、本回答に基づき協定を締結する予定です。
ただし、協定締結にあたっては、各医療機関と協定内容について事前に協議
を予定しており、本回答によって協定の内容が確定するものではありません。



2-2．事前調査及び医療措置協定締結までのスケ
ジュールについて

８月末

• 事前調査の依頼 ※今回

• 事前調査の回答

10月末～
• 必要に応じて事前協議

11月～
• 協定締結開始

令和５年
９月中旬

10月
中旬



3-1．事前調査の調査項目及び回答方法について

【調査項目】

①自宅療養者等に対する医療の提供
②個人防護具の備蓄



3-2．自宅療養者等への医療の提供

【自宅療養者等への医療の提供 調査項目】

• 健康観察は、県（保健所等）から依頼された患者に対して、電話・オンライン・往診の方法により
体温・その他の健康状態について報告を求める業務です。

• 宿泊療養者への健康観察の対応については、県対応のため記入不要です。
• 自宅療養者等への医療提供の対応が全く不可の場合には、新型コロナ実績と対応不可理由記載くだ

さい。

① 自宅療養者等への医療の提供

訪問看護 健康観察対応

（参考）新型コロナ実績

　　　（2022年8月）

自宅療養者等への医療の提供の可否（〇・×）

うち、自宅療養者対応

うち、宿泊療養者対応

うち、高齢者施設対応

うち、障害者施設対応

うち、離島または島外患者への対応

項目

流行初期（発生公表後３ヵ月まで）の対応可否

（〇・×）

（参考）新型コロナ実績

　　　（2022年8月）

流行初期以降（発生公表後6ヶ月まで）に自宅療養者等への医療の提供が可能かどうか、以下に回答ください。

普段から自院にかかっている患者（かかりつけ患

者）以外の対応可否（〇・×）



3-3．個人防護具の備蓄

【個人防護具の備蓄 調査項目】

• 備蓄予定は、〇ヶ月分、〇枚いずれも回答ください。
• 備蓄量は医療機関の使用量２ヶ月分以上とすることを推奨します。
• 使用量２ヶ月分を定める場合、特定の感染の波における使用量での２ヶ月分ではなく、令和３～

４年度の平均的な使用量で２ヶ月分を設定してください。

※N95マスクについては、DS2マスクでの代替も可能です。
※アイソレーションガウンには、プラスチックガウンも含まれます。
※フェイスシールドについては、再利用可能なゴーグルの使用での代替も可能です。この場合にお
いて、ゴーグルは再利用が可能であり、有事におけるその医療機関での１日当たり使用量を備蓄す
ることを推奨します。必要人数分の必要量を確保していれば、フェイスシールドの備蓄をすること
を要しないものとし、かつ、フェイスシールドの使用量２か月分を確保しているのと同等なものと
します。

② 個人防護具の備蓄

個人防護具の備蓄保管スペースの有無

（〇・×）

備蓄予定 参考回答

〇か月分

※1週間を0.25ヶ月とする
〇枚

新興感染症発生・まん延時の施設の

消費量２ヶ月分（単位：枚）

アイソレーションガウン

フェイスシールド

非滅菌手袋

サージカルマスク

N95マスク

個人防護具の備蓄の予定等について、以下に回答ください。

項目



おわりに

事前調査に係る説明は以上となります。

改正感染症法に基づく新興感染症発生・まん延時の迅速かつ的確な医療体制の整備に向け

て、本調査は診療科目問わず県内全ての医療機関に回答をお願いしております。

貴医療機関におかれましても、ご多用の中恐縮ですが、回答期限（令和５年１０月１３

日）までに回答をいただきますようお願いいたします。

【お問い合わせ先】

沖縄県 保健医療部 ワクチン・検査推進課 感染症予防班（担当：仲西）

電話番号：098-866-2014 メールアドレス：aa090905@pref.okinawa.lg.jp

回答期限：令和５年１０月１３日（金）
回答方法：沖縄県電子申請サービス（※電子申請サービスが利用不可の場合は、

メール・FAXでの回答も可とします。）
HP：https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/hoken/vaccine/iryousotikyoutei_zizenntyousa.html


